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まちづくり交付金　フォローアップ報告書

末長宗田地区

平成２２年３月

神奈川県川崎市



１．数値目標の達成状況の確認（確定値）

様式4－①　都市再生整備計画に記載した目標を定量化する指標の確定

単位 評価値 目標達成度 理由 改善策の方向性

確定 ● あり

見込み なし

確定 あり

見込み ● なし

確定 あり

見込み ● なし

確定 あり

見込み ● なし

確定 あり

見込み ● なし

確定 あり

見込み ● なし

確定 あり

見込み ● なし

確定 あり

見込み ● なし

※全ての指標について記入

様式4－②　その他の数値指標の確定

単位 評価値 達成度 理由 改善策の方向性

確定

見込み

確定

見込み

確定

見込み

※全ての指標について記入

○約3,000人

目標値

60% 82% ○

751戸

66%

196人

○

4,826人

240人

事後評価シート　様式２-1及び添付様式2-①から転記　※全ての指標について記入

事後評価シート　様式２-1及び添付様式2-②から転記　※全ての指標について記入

指　標 従前値 目標値

指標１
老人福祉センターの
整備率

％
85.7％

(７区中６箇
所）

100％
(７区中７箇

所）

事後評価 ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ時
点での達成

度

○

○

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟに
よる確定値

計測時期

H　　年　月

見込み・確定
の別

○

1年以内の
達成見込み

100％
(７区中７箇

所）

事後評価

見込み・確定の別
1年以内の
達成見込み

○ 212人 H21年 3月 ○

総合所見

　利用者も増加傾向となっており、高齢
者等の地域交流拠点として活用されて
いる。

□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

　センターの開設に併せて地域交流事
業を実施し、住民への周知、利用促進
を図ったことにより、地域交流が活性化
された。

□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

　新たな公園の整備及び公園整備計画
策定ワークショップ事業により、公園へ
の愛着が深まり、市民活動が活発と
なっている。

確定値が評価値と比較して大きな差異があ
る場合や改善が見られない場合等

□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

指標４
公園における市民活
動人数

人 70人

指標２
バリアフリー化された
住宅の整備数

戸 732戸

指標５ 地域交流行事の実施 人/年 638人

□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

　地区内のバリアフリー化が進み、今後
他の共同住宅におけるバリアフリー化さ
れた住宅のモデルとなることも期待され
る。

66% 66% H21年 3月

751戸 751戸 H21年 3月

○
□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

　老人福祉・地域交流センター等を利用
する高齢者等に安全な歩行空間が確保
され、今後地域交流の促進が期待され
る。

○11,685 H21年 3月

その他の
数値指標１

指　標 従前値
ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟに
よる確定値

計測時期

指標３
安全に歩ける歩道の
整備率

％ 58%

□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

H　　年　月

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ時
点での達成

度

確定値が評価値と比較して大きな差異があ
る場合や改善が見られない場合等

総合所見

その他の
数値指標２

その他の
数値指標３

□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

※フォローアップの必要のある指標について記入

※フォローアップの必要のある指標について記入

□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

H　　年　月

H　　年　月

指標６
溝口駅南口における
歩行環境の満足度

％ 26.5% 82% H22年 1月 ○
□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

　地域の交通結節点である溝口駅周辺
のバリアフリー化、回遊性の向上等が
図られ、地域生活拠点の形成が促進さ
れた。

指標７ 市営住宅の耐震化率 ％ 45% 55% 55% ○ 55% H21年11月 ○
□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる

　耐震対策の実施により入居者及び周
辺住民の震災時の安全性が確保され
た。

指標８
グループホーム・ケア
ホームの定員数

人 16人 32人 32人 ○ 32人

　自立支援法に基づく入所施設からの
地域移行が推進されるとともに、市有財
産の有効活用を実施することが出来
た。

H21年 3月 ○
□　改善策はそのまま
□　改善策に補強が必要
□　新たに改善策をたてる



２．今後のまちづくり方策の検証

様式4－③　「今後のまちづくり方策」の進捗状況

様式4－④　フォローアップにより新たに追加が考えられる今後のまちづくり方策

具体的内容

駅や公共施設を結ぶ都市計画道路の機能強化、安
全性の確保

　今後も地域交流を促進する事業を推進していく。

　駅前広場整備には必要となる用地の取得が必要不可欠なた
め、関係地権者に事業の重要性や公益性を理解してもらう必要
がある。

　道路整備には必要となる用地の取得が必要不可欠なため、関
係地権者に事業の重要性や公益性を理解してもらう必要があ
る。

　耐震性の確保されていない住宅については、平成27年度まで
に耐震改修工事を完了させるため、適切な耐震化スケジュール
の管理が必要である。

　対象住宅の耐震化スケジュールが整理された。

・成果を持続させるために
行う方策

改善策

・まちづくりの目標を達成するた
めの改善策

・残された課題・新たな課題への
対応策

・その他　必要な改善策

　多くの地域住民が集まり、地域交流が促進され
た。

追加が考えられる今後のまちづくり方策 実施にあたっての課題　その他特記事項

　溝口駅南口駅前広場整備事業において、広場整備に必要と
なる用地について、関係地権者と用地交渉を行った。

　都市計画道路野川柿生線（久本工区）及び都市計画道路丸
子中山茅ヶ崎線（蟻山坂工区）整備事業において、道路整備に
必要となる用地について、関係地権者と用地交渉を行った。

　耐震性の確保されていない住宅について、耐震診断結果に基
づき耐震対策の手法選定及び耐震化スケジュールの調整を実
施した。

実施時期

　用地交渉継続中。

　用地交渉継続中。

溝口駅南口駅前広場の歩行の安全性確保

今後の課題　その他特記事項

　この取り組みを持続させるとともに他の地域にも良い効果が波
及されるよう、長期的な視点に立って、引き続き管理運営協議会
等の市民活動を支援していく必要がある。

　活動等を通じ学校をよりアピールし、利用者数の増加を図る。

実施した結果

　市民活動が活性化され、地域コミュニティーの形
成や地域交流の促進が図られた。

　開かれた学校をアピールすることができ、地域と
の連携がより密になり有意義な活動になった。

耐震対策が必要な市営住宅の耐震化

事後評価シート　添付様式5－③に記載した
今後のまちづくり方策（事項）

公園等における地域交流の促進、地域コミュニティー
の形成

学校施設の開放等による市民活動の促進

老人福祉・地域交流センターの活用による地域交流
の促進

　管理運営協議会等における市民活動を支援し、公園における
市民活動の活性化を行うことで、地域コミュニティーの形成や地
域交流の促進を図った。

実施した具体的な内容

　文化教室（茶道教室・クラフト教室）やスポーツレクレーション
（ロックソーラン・バドミントン）などを行ったり、フェスタin橘中（バ
ザー）において体験講座を開設した。

ふれあい動物園や地場野菜の販売、ゲームやもの作り、演芸
大会など子供から大人、家族で楽しめるイベントの開催や、子
どもから大人まで幅広い層に楽しんでもらえるような映画会の
開催などを行った。

事後評価シート　添付様式5－③から転記



都市再生整備計画(精算
せ い さ ん

報告
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市

　　　　平成２２年３月



都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 817 ha

平成 13 年度　～ 平成 20 年度 平成 16 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

％ 15 20

戸 15 20

％
15 20

人 15 20

人／年
15 20

％ 17 20

％ 19 20

人 19 2032人
グループホーム・ケアホームの定員
数

グループホーム・ケアホームの定員数
障害者の地域生活支援のため、グループホームの整備を行う。

16人

55%市営住宅の耐震化率 市営住宅の耐震化率 居住者が安心して暮らせるよう市営住宅の耐震化を図る。 45%

60%
溝口駅南口における歩行環境の満
足度

南口駅前広場における歩きやすさに関する満足度
（ヒアリング調査による満足度）

歩行者専用通路の整備により、歩行環境の満足度を高める。
26.5%

都道府県名 神奈川県 川崎
かわさき

市
し

末長
すえなが

宗
むね

田
た

地区
ちく

計画期間 交付期間 20

　今後の社会情勢の変化に対応し、高齢者等が住み慣れた地域で安心していきいきと暮らすことができる地域社会の実現に向けて、老朽化した市営住宅の建替を契機に、高津区全体を対象とした高齢者の身の上や生活などの各種相談に応じ、教養の
向上やレクリエーションのための便宜を図る老人福祉センターや高齢社会に対応したシルバー向け単身用及び世帯用の住宅の整備や、障害者が地域で自立して生活するための支援施設の整備を行うとともに、史跡の保存・保護も視野に入れた地域のシ
ンボル的な役割を持つ公園を整備する。
　併せて､高津区の交通結節点である溝口駅南口周辺を整備すると共に、溝口駅南口から老人福祉センターまでの移動空間となる歩道、市民の交流の場となる集会施設等の整備を進める。 また平成１９年度の耐震診断に基づき、緊急性の高い市営住宅
について耐震改修を進める。

　　当地区は、高津区の交通結節点である東急溝の口駅及びJR武蔵溝ノ口駅の南口から南東に向けて拡がる地区である。すべての市民が生涯にわたり、ゆたかで充実した生活ができるよう、地域で暮らすためのサービス基盤の整備、多様な支援が広く
存在する地域づくりを推進している。
　駅周辺部は、再開発事業で先行整備された北口側に引き続き南口側においても駅前広場を含めた都市計画道路の整備を進めている。また、東急溝の口駅については、平成１９年６月に二子玉川～溝の口間の複々線化工事及び駅改良工事が完了する
予定である。地区の中央部は、学校、工場、事業所、官公庁など大規模な土地利用となっている。地区南部は昭和30年代に戸建住宅として開発され、これまで老朽化した住宅の更新が進み、一部には共同住宅が建設されている。
   地区北部の街区公園の配置は2箇所に留まっており、子供たちの安全な遊び場や地域住民の交流の場を新たに確保する必要がある。地区内にある地元の旧家跡地に関しては、「地域の庭」として整備し、市民の手で管理したいという市民からの要望が
出されている一方、東急溝の口駅及びＪＲ武蔵溝ノ口駅に近く、周辺のふるさとの風景を醸しだす斜面緑地と寺院・横穴墓などを巡る緑と歴史の散策コースの起点にもなることから、交流の場、休息の場となる公園を整備するのに極めて適している。
　地区北部は、市の副都心で高津区の交通結節点でもある溝口駅周辺地区から約1.2キロメートルの徒歩圏内にあり、また、溝口駅からのバス路線も整備されているほか、隣接地に小学校､こども文化センター､保育園、くさぶえの家（通所による知的障害
者(自閉症児者)更生施設）などの教育・福祉施設が既に整備されていることから、少子高齢化が進む中で、高齢者の教養向上やレクリエーション、あるいは、世代間も含めた交流の拠点となる老人福祉センターの立地には、好適地である。
　老人福祉センターは、比較的健康な高齢者を対象として、生活などの各種相談に応じ、教養の向上やレクリエーションなどの便宜を図るための高齢者福祉施設で、市は各行政区に1箇所ずつの整備を進めてきたが、高津区は市内で唯一未整備の状況に
ある。
　地区北部に位置する末長宗田住宅は、昭和３３年に建設され、４６年ほど経過し老朽化が進むとともに、居住性も低下している。
　また、新作住宅、明石穂住宅、有馬第一住宅は、昭和４０～４３年に建設され４０年以上経過しており、川崎市耐震改修促進計画に基づき、耐震診断を実施したところである。
　地区内の小中学校は、非常災害時の避難所として位置づけられているとともに、体育館やグランド等の施設開放を行っており、地域のスポーツ振興や地域交流の拠点として重要な役割を担っている。

　老人福祉センターは、比較的健康な高齢者を対象として、生活などの各種相談に応じ、教養の向上やレクリエーションなどの便宜を図るための高齢者福祉施設で、市は各行政区に1箇所ずつの整備を進めてきたが、高津区では未整備であり、高齢者を
中心に整備に向けた要望が高い。
　末長宗田住宅は、老朽化が進み居住性も低下しており、建替えにより安全性の確保や高齢社会に対応したバリアフリー化などを図る必要がある。また、新作住宅、明石穂住宅、有馬第一住宅は、耐震診断の結果、構造耐震指標（ＩＳ値）が小さく、対策は
緊急を要する。
　地域のシンボルとして旧家の薬医門、黒塀、枯山水庭園等を生かした公園づくりを市民参画で行い、川崎ガーデナー（市独自の緑のボランティアリーダー）の協力を得ながら、四季折々のイベントの開催等の運営や庭園等の維持管理を市民ボランティア
が自主的に行える仕組みづくりや団体への支援の方策を検討する必要があるほか、溝口駅南口周辺から老人福祉センターへの歩行空間の整備の必要性もある。
　溝口駅南口には、バスターミナルがあり、公共交通の主要な結節点となっており、駅利用者が多い状況である。しかし、溝口駅南口には、JR溝ノ口駅側にエレベーターが１基しか整備されておらず、東急溝の口駅側には設置されていない状況である。
従って、東急溝の口駅とJR溝ノ口駅を接続する歩行者専用通路を整備し、バリアフリー化を図ることによって、南口駅利用者の歩行環境の向上を図る必要がある。また、交通結節点としての利便性を高める必要がある。
　橘中学校は、非常災害時の避難所であるとともに、体育館やグランド等を開放し地域交流の拠点として重要な役割を担っている。しかし、老朽化した校舎等の耐震性を確保するため、生徒、保護者及び地域住民が共に利用できる施設として、新たな学校
整備に着手するとともに、リニューアルされる新校舎との動線やゾーニングに配慮し、安全・安心・快適に利用できるグランド整備を行う必要がある。
　ノーマライゼーションの理念のもと、障害者が地域での自立した生活を実現できるような支援体制が求められており、グループホーム、ケアホーム等の支援施設の整備が必要である。

　市の新総合計画では、「幸せな暮らしを共に支えるまちづくり」を基本政策のひとつとして掲げており、今後少子高齢化の進行が予測されている中、高齢者の社会参加の場づくりや健康で明るい生活を支援すること、並びにこどもから高齢者まで広く世代
間を含めた市民相互の交流の場を提供し、もって市民の福祉の向上に寄与することを目的に、老人福祉・地域交流センター等の整備を進めている。また、既存の公営住宅については、新総合計画及びこれに基づく住宅基本計画の中で、少子高齢化に対
応したバリアフリー対応のできた住宅への更新を図る中で、福祉施設、公園、集会施設、歩道など地域環境の充実に活用できる施設等を整備することにより、周辺地域の魅力あるまちづくりを進めるよう位置付けられている。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

100％(７区中７箇所）

バリアフリー化された住宅の整備数 バリアフリー化された住宅の整備数 地区内のバリアフリー化された住宅の整備戸数 695戸 714戸

老人福祉センターの整備率 行政区に対する老人福祉センターの整備率
高齢者の生活相談､教養の向上やレクリエーションなどの便宜を図る拠点施設の
整備を行う。

85.7％(７区中６箇所）

66%

公園における市民活動人数
都市計画道路野川柿生線周辺地区の公園管理

ボランティア等の活動を行っている人数

公園の管理やイベント開催当に市民が積極的に参加できる仕組み
づくりや支援を行い,公園における市民活動の活性化を図る。 70人(4公園) 196人(7公園)

安全に歩ける歩道の整備率 歩道のネットワーク化
地区拠点の溝口駅南口から老人福祉センターまでの間人々が活
発に交流するために必要な移動空間の整備を行う。 58%

約3,000人地域交流行事の実施 地域交流行事の参加者 福祉施設などを利用した地域交流行事への参加者 638人



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

・溝口駅周辺地区における南口駅前広場の整備により、駅周辺の交通混雑の解消と共に鉄道利用者の利便性向上を図る。 都市計画道路野川柿生線溝口駅南口広場（街路事業）

・高津区の交通結節点である溝口駅周辺地区の南口を起点とした都市計画道路を整備し、交通結節点としての利便性を高める。

・溝口駅南口における歩行者専用通路を新設し、駅周辺のバリアフリー対策や歩行者導線を確保するとともに道路と鉄道との結節性の向上を図る。

都市計画道路野川柿生線（久本工区）(街路事業）
都市計画道路丸子中山茅ヶ崎線（蟻山坂工区）（街路事業）
（仮称）溝口駅南口歩行者専用通路整備事業（高次都市施設、人工地盤等）
（仮称）溝口駅南口公衆

方針に合致する主要な事業
・地区内に公園を新設すると同時に、市営住宅敷地にも公園を新設する。

・高津区全体を対象とした、高齢者の身の上や生活などの各種相談に応じ、教養の向上やレクリエーションのための便宜を図る高津老人福祉・地域交流セン
ターを整備する。
・高齢者が安心していきいきと暮らすことができるバリアフリー化した市営住宅を供給する。
・市営住宅整備に合わせ周辺居住者も利用できる集会施設や歩行者空間を整備する。
・平成１９年度の耐震診断に基づき、緊急性の高い市営住宅の耐震改修を進める。

・障害者が地域で生活するための支援として、グループホーム、ケアホームの整備を行う。

（仮称）末長宗田公園整備事業(公園事業)
（仮称）久本薬医門公園整備事業(公園事業)
高津老人福祉・地域交流センター建設事業(高次都市施設、地域交流センター）
市営末長宗田住宅建替事業（公営住宅等整備事業）

市営新作住宅耐震改修事業
市営明石穂住宅耐震改修事業
市営有馬第一住宅耐震改修事業
グループホーム整備事業

・新設する（仮称）久本薬医門公園の用地取得事業を実施する。
・川崎市地域防災計画上「避難所」に位置づけされているとともに、地域交流の拠点となるグランド整備を行う。
・新設する（仮称）久本薬医門公園の整備内容・方法や維持管理方法などについて,周辺住民等によるワークショップを開催して市民参加での検討を進める。
・新設する高津区老人福祉・地域交流センターを中心として、周辺の福祉施設等や市民を巻き込んだ世代間も含めた交流を進める。
･新設する（仮称）久本薬医門公園をはじめ、地区内の公園において公園管理ボランティア

(仮称)久本薬医門公園整備事業(地域創造支援事業)
橘中学校グランド整備事業（地域創造支援事業）
(仮称)久本薬医門公園整備事業(事業活用調査)
高津老人福祉・地域交流センター地域交流事業(まちづくり活動推進事業)
末長宗田地区公園活性化事業（まちづくり活動推進事業）



交付対象事業等一覧表

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

川崎市 直
延長約850m
幅員15m

14 25 20 20 2,126 32 32 32

川崎市 直
延長約661m
幅員15m

16 22 18 20 2,756 1,252 1,252 1,252

川崎市 直 590㎡ 18 18 18 18 12 12 12 12

川崎市 直 1,228㎡ 16 18 16 18 426 426 426 426

河川
下水道
駐車場有効利用システム －
地域生活基盤施設 －

高質空間形成施設 川崎市 直 １階建28㎡ 20 20 20 20 32 32 32 32

川崎市 直
2階建1,365.6
㎡

16 17 16 17 411 411 411 411

川崎市 直 延長約73m 18 20 18 20 784 784 784 0 784

既存建造物活用事業
土地区画整理事業
市街地再開発事業
住宅街区整備事業
地区再開発事業
バリアフリー環境整備促進事業
優良建築物等整備事業

拠点開発型
沿道等整備型
密集住宅市街地整備型
耐震改修促進型

街なみ環境整備事業
住宅地区改良事業等
都心共同住宅供給事業

川崎市 直 19戸 13 17 16 17 1,664 343 343 343
川崎市 直 130戸 20 20 20 20 187 187 187 187
川崎市 直 90戸 20 20 20 20 117 117 117 117
川崎市 直 40戸 20 20 20 20 102 102 102 102

都市再生住宅等整備
防災街区整備事業
合計 8,617 3,698 3,698 3,698 …A

提案事業
（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

川崎市 直 9,500㎡ 19 19 19 19 126 126 126 126

川崎市 直 1,100㎡ 20 20 20 20 74 74 74 74

川崎市 直 1,228㎡ 17 17 17 17 5 5 5 5

川崎市 直 18 18 18 18 1 1 1 1

川崎市 直 4公園 18 18 18 18 1 1 1 1

合計 207 207 207 207 …B
合計(A+B) 3,905

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度

溝口駅南口広場工区 川崎市 直
延長約123m
面積約5,400㎡

○ S58 H20 7,428

合計 7,428

（仮称）溝口駅南口公衆用トイレ
（バリアフリー対応）整備事業

高次都市施設

高津老人福祉・地域交流セン
ター建設事業

道路
都市計画道路丸子中山茅ヶ崎
線（蟻山坂工区）

（仮称）溝口駅南口歩行者専用
通路整備事業

－
－

（参考）事業期間

0

公園 （仮称）久本薬医門公園整備事
業

0

規模

(仮称)末長宗田公園整備事業

事業
細項目

事業主体

うち民負担分

0

0

交付対象事業費 3,905 交付限度額 1,562 国費率 0.4

交付期間内事業期間

0

うち民負担分

0

0
0

0

0
0

規模事業主体 直／間事業箇所名

高津老人福祉・地域交流セン
ター地域交流事業

末長宗田地区公園活性化事業

規模事業主体 所管省庁名

0

事業箇所名 直／間

都市計画道路野川柿生線（久本
工区）

市営末長宗田住宅建替事業

市営有馬第一住宅耐震改修事業

市営明石穂住宅耐震改修事業

市営新作住宅耐震改修事業

全体事業費

公園活性化事業

住宅市街地
総合整備
事業

交付期間内事業期間

事業箇所名

グループホーム整備事業

事業

都市計画道路野川柿生線

地域交流事業

事業期間

公営住宅等整備

グループホーム整備事業

事業活用調
査

まちづくり活
動推進事業

地域創造支
援事業

公園整備計画策定ワークショップ
事業

（仮称）久本薬医門公園整備事
業

事業
（参考）事業期間

細項目

橘中学校グランド整備事業橘中学校グランド整備事業

（いずれかに○）


